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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第99期

中間連結会計期間
第100期

中間連結会計期間
第99期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (千円) 4,246,334 4,343,129 8,793,113

経常利益 (千円) 30,984 189,486 195,762

親会社株主に帰属する中間（当
期）純利益

(千円) 9,665 163,724 205,422

中間包括利益又は包括利益 (千円) △93,202 290,440 208,809

純資産額 (千円) 7,637,093 8,155,183 7,939,070

総資産額 (千円) 15,982,218 16,256,213 15,955,315

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 3.25 55.10 69.13

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.8 50.2 49.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 799,475 614,686 1,404,961

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △321,719 △294,027 △519,824

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △346,750 △60,319 △924,167

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 1,504,943 1,620,075 1,346,849
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

(資産)

資産は前連結会計年度末に比べ300百万円増加し16,256百万円となりました。このうち流動資産は246百万円の増

加、固定資産は54百万円の増加となりました。

流動資産の変動の主な要因は、現金及び預金が273百万円、仕掛品が160百万円それぞれ増加し、受取手形及び売

掛金が212百万円減少したことであります。

固定資産のうち、有形固定資産は196百万円減少しました。変動の主な要因は、減価償却費の計上による減少414

百万円、設備投資の実施による増加267百万円であります。投資その他の資産は174百万円増加しました。変動の主

な要因は、投資有価証券が183百万円増加したことであります。

(負債)

負債は前連結会計年度末に比べ84百万円増加し、8,101百万円となりました。このうち流動負債は108百万円の増

加、固定負債は23百万円の減少となりました。

流動負債の変動の主な要因は、電子記録債務が34百万円、短期借入金が39百万円それぞれ増加したことでありま

す。

固定負債の変動の主な要因は、長期借入金が107百万円、繰延税金負債が32百万円それぞれ増加し、リース債務が

112百万円、退職給付に係る負債が50百万円それぞれ減少したことであります。

(純資産)

純資産は前連結会計年度末に比べ216百万円増加し、8,155百万円となりました。このうち株主資本は89百万円増

加し、6,837百万円となりました。また、その他の包括利益累計額は126百万円増加し、1,317百万円となりました。

 
②経営成績の状況

　(売上高)

当中間連結会計期間の連結売上高は、前年同期比2.3％増の4,343百万円となりました。このうち国内販売は前年

同期比10.7％増の1,970百万円となり、輸出は同3.8％減の2,373百万円となりました。輸出の地域別では、北米向け

が前年同期比4.0％減の511百万円、欧州向けが同4.4％減の627百万円、アジア向けが同3.2％減の1,220百万円、そ

の他地域向けが同22.0％減の14百万円となり、この結果、連結売上高に占める輸出の割合は、前年同期に比べ3.5ポ

イント減少し54.6％となりました。

製品別では、焼肌チップが前年同期比0.9％増の261百万円、切削工具が同2.8％減の3,429百万円、耐摩耗工具が

同1.3％増の452百万円となりました。
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(売上原価、販売費及び一般管理費)

　売上原価率は前年同期比1.7ポイント改善して65.2％となりました。

販売費及び一般管理費は前年同期比1.7％増の1,366百万円となりました。

(営業損益)

　売上原価率の改善等により、営業利益は前年同期比136.7％増の145百万円となりました。売上高営業利益率は

当社グループが目標としております10％以上には未達の状況であります。

(営業外損益)

　営業外収益は、為替差益の計上等により、前年同期比120.1％増の102百万円となりました。営業外費用は、前

年同期比24.4％減の58百万円となりました。

(経常損益)

　経常利益は前年同期比511.6％増の189百万円となりました。

(親会社株主に帰属する中間純損益)

　親会社株主に帰属する中間純利益は163百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純利益9百万円）となり

ました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動により獲得した資金は614百万円でありました（前年同期は799百万円の獲得）。資金獲得の主な要因

は、税金等調整前中間純利益188百万円、減価償却費444百万円、売上債権の減少233百万円であり、資金流出の主

な要因は、棚卸資産の増加147百万円、その他のうち負債の減少が84百万円であったことであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動により流出した資金は294百万円でありました（前年同期は321百万円の流出）。主な要因は、有形固

定資産の取得による支出が159百万円、無形固定資産の取得による支出が131百万円であったことであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動により流出した資金は60百万円でありました（前年同期は346百万円の流出）。主な要因は、借入れに

よる収入1,000百万円に対して借入金の返済による支出が852百万円であったこと、ファイナンス・リース債務の

返済による支出が134百万円であったこと、配当金の支払による支出が73百万円であったことであります。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比べ273百万円増加し、

1,620百万円となりました。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更

及び新たな発生はありません。

当中間連結会計期間において当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に重要な

変更はありません。また、当中間連結会計期間において新たに定めた基本方針はありません。

 
(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は194百万円であります。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,992,999 2,992,999
東京証券取引所
(スタンダード市場)

単元株式数　100株

計 2,992,999 2,992,999 ― ―
 

(注)　発行済株式数には現物出資による発行株式4,000株(2,000千円)が含まれております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年９月30日 ― 2,992,999 ― 3,099,194 ― 1,689,280
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(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ダイジェット取引先持株会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

259 8.72

ダイジェット持株会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

179 6.05

シルバーロイ株式会社 兵庫県神崎郡福崎町南田原2035番地 146 4.94

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 129 4.36

生悦住　　歩 大阪市阿倍野区 128 4.33

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 100 3.38

ダイジェット共栄会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

97 3.27

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 85 2.88

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 82 2.79

ダイジェット工業従業員持株会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

74 2.51

計 ― 1,284 43.23
 

(注)　ダイジェット取引先持株会は当社の仕入先により、ダイジェット持株会は当社の得意先により、ダイジェット

共栄会は当社の特約店により構成されております。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 21,400
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,556 同上
2,955,600

単元未満株式 普通株式 15,999
 

― 同上

発行済株式総数 2,992,999 ― ―

総株主の議決権 ― 29,556 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式29株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ダイジェット工業株式会社

大阪市平野区加美東
二丁目１番18号

21,400 0 21,400 0.72

計 ― 21,400 0 21,400 0.72
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、清友監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,346,849 1,620,075

  受取手形及び売掛金 1,995,483 1,783,011

  商品及び製品 2,140,381 2,102,298

  仕掛品 1,666,994 1,827,058

  原材料及び貯蔵品 1,013,370 1,061,741

  未収消費税等 33,679 30,465

  その他 212,007 227,482

  貸倒引当金 △14,341 △11,010

  流動資産合計 8,394,425 8,641,122

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,470,455 1,448,508

   機械装置及び運搬具（純額） 1,252,184 1,098,423

   土地 975,530 975,530

   リース資産（純額） 1,351,126 1,271,261

   その他（純額） 140,407 199,821

   有形固定資産合計 5,189,704 4,993,545

  無形固定資産 256,603 332,274

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,632,637 1,815,801

   関係会社出資金 411,672 402,854

   差入保証金 51,791 52,227

   保険積立金 27,053 28,016

   繰延税金資産 13,171 13,965

   その他 5,856 4,003

   貸倒引当金 △27,600 △27,600

   投資その他の資産合計 2,114,582 2,289,269

  固定資産合計 7,560,890 7,615,090

 資産合計 15,955,315 16,256,213
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 320,011 347,922

  電子記録債務 645,318 679,860

  短期借入金 1,523,907 1,563,851

  未払法人税等 33,486 59,915

  賞与引当金 198,088 194,103

  未払費用 73,150 74,808

  その他 719,855 701,837

  流動負債合計 3,513,817 3,622,297

 固定負債   

  長期借入金 2,784,186 2,891,868

  リース債務 1,006,239 893,290

  繰延税金負債 195,455 227,700

  資産除去債務 17,560 17,560

  長期未払金 53,341 53,341

  退職給付に係る負債 445,645 394,971

  固定負債合計 4,502,428 4,478,732

 負債合計 8,016,245 8,101,029

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,099,194 3,099,194

  資本剰余金 1,703,329 1,703,329

  利益剰余金 1,992,369 2,081,802

  自己株式 △46,696 △46,732

  株主資本合計 6,748,195 6,837,593

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 691,350 815,797

  為替換算調整勘定 426,988 432,014

  退職給付に係る調整累計額 72,535 69,778

  その他の包括利益累計額合計 1,190,874 1,317,590

 純資産合計 7,939,070 8,155,183

負債純資産合計 15,955,315 16,256,213
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 4,246,334 4,343,129

売上原価 2,840,489 2,830,962

売上総利益 1,405,844 1,512,166

販売費及び一般管理費 ※１  1,344,392 ※１  1,366,720

営業利益 61,452 145,446

営業外収益   

 受取利息 3,229 3,748

 受取配当金 19,375 24,524

 為替差益 - 26,687

 持分法による投資利益 6,395 19,354

 受取ライセンス料 5,225 6,524

 その他 12,184 21,316

 営業外収益合計 46,410 102,156

営業外費用   

 支払利息 47,644 52,463

 為替差損 24,019 -

 支払手数料 1,241 1,521

 その他 3,972 4,131

 営業外費用合計 76,878 58,116

経常利益 30,984 189,486

特別損失   

 固定資産除売却損 70 121

 投資有価証券売却損 - 495

 特別損失合計 70 616

税金等調整前中間純利益 30,913 188,869

法人税、住民税及び事業税 25,496 50,565

法人税等調整額 △4,248 △25,420

法人税等合計 21,247 25,145

中間純利益 9,665 163,724

非支配株主に帰属する中間純利益 - -

親会社株主に帰属する中間純利益 9,665 163,724
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

中間純利益 9,665 163,724

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △75,609 124,446

 為替換算調整勘定 △60,637 33,199

 退職給付に係る調整額 △7,359 △2,757

 持分法適用会社に対する持分相当額 40,738 △28,172

 その他の包括利益合計 △102,868 126,715

中間包括利益 △93,202 290,440

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △93,202 290,440

 非支配株主に係る中間包括利益 - -
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 30,913 188,869

 減価償却費 459,016 444,465

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,359 △3,331

 受取利息及び受取配当金 △22,604 △28,273

 支払利息 47,644 52,463

 為替差損益（△は益） 534 △250

 持分法による投資損益（△は益） △6,395 △19,354

 固定資産除売却損益（△は益） 70 121

 投資有価証券売却損益（△は益） - 495

 売上債権の増減額（△は増加） 242,668 233,565

 棚卸資産の増減額（△は増加） 179,691 △147,507

 仕入債務の増減額（△は減少） △14,130 36,046

 その他 △84,593 △96,295

 小計 836,175 661,012

 利息及び配当金の受取額 19,626 24,499

 利息の支払額 △48,961 △53,377

 法人税等の支払額 △28,683 △24,400

 法人税等の還付額 21,318 6,952

 営業活動によるキャッシュ・フロー 799,475 614,686

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △3,161 △3,294

 投資有価証券の売却による収入 - 1,229

 有形固定資産の取得による支出 △292,969 △159,405

 無形固定資産の取得による支出 △25,884 △131,552

 保険積立金の積立による支出 △334 △962

 その他 630 △40

 投資活動によるキャッシュ・フロー △321,719 △294,027

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 3,300,000 -

 短期借入金の返済による支出 △3,600,000 -

 長期借入れによる収入 1,100,000 1,000,000

 長期借入金の返済による支出 △945,665 △852,374

 自己株式の取得による支出 △69 △38

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △127,049 △134,028

 配当金の支払額 △73,967 △73,878

 財務活動によるキャッシュ・フロー △346,750 △60,319

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16,027 12,885

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 114,977 273,225

現金及び現金同等物の期首残高 1,389,966 1,346,849

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  1,504,943 ※１  1,620,075
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当中間連結会計期間

(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．税金費用の計算 税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただ

し、この計算で合理性を欠く場合には、税引前中間純利益を調整のうえ、法

定実効税率を用いて税金費用を計算しております。
 

 

(表示方法の変更)

　（中間連結損益計算書）

前中間連結会計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取ライセンス料」は、金額的重要

性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前中間連結会計期間の中間連絡財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた

17,409千円は、「受取ライセンス料」5,225千円、「その他」12,184千円として組替えております。

 
(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

給与手当及び賞与 380,682 千円 381,719 千円

減価償却費 36,841 千円 37,516 千円

賞与引当金繰入額 56,166 千円 58,652 千円

退職給付費用 14,138 千円 16,594 千円

広告宣伝費 60,571 千円 49,286 千円

研究開発費 118,670 千円 122,700 千円
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 1,504,943千円 1,620,075千円

現金及び現金同等物 1,504,943千円 1,620,075千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 74,293 25.00 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 
当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 74,290 25.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社及び連結子会社の事業は、主として超硬合金・工具の製造及び製品等の販売を営んでいるものであり、報告

セグメントとしては当該事業のみを対象とし単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社及び連結子会社の事業は、主として超硬合金・工具の製造及び製品等の販売を営んでいるものであり、報告

セグメントとしては当該事業のみを対象とし単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(金融商品関係)

金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(有価証券関係)

有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

当中間連結会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

金額(千円) 金額(千円)

焼肌チップ

切削工具

耐摩耗工具

その他

259,356

3,528,192

447,182

11,604

261,751

3,429,132

452,801

199,445

顧客との契約から生じる収益 4,246,334 4,343,129

その他の収益 ― ―

外部顧客への売上高 4,246,334 4,343,129
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり中間純利益 3円25銭 55円10銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 9,665 163,724

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
(千円)

9,665 163,724

普通株式の期中平均株式数(株) 2,971,704 2,971,589
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

(投資有価証券の売却)

当社は、2025年９月30日開催の取締役会において、保有する投資有価証券の一部を売却することを決議し、下記

のとおり売却いたしました。

 
　　１.　投資有価証券売却の理由

　　　政策保有株式の縮減を進め、資本効率の向上を図るため。

 
　　２.　投資有価証券売却の内容

     (１)　売却株式　　　　　　　当社保有の非上場有価証券１銘柄

　　　(２)　売却時期　　　　　　　2025年10月３日

　　　(３)　投資有価証券売却益　　183,800千円

 
２ 【その他】

第100期(2025年４月１日から2026年３月31日まで)中間配当については、2025年11月７日開催の取締役会におい

て、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月11日

ダイジェット工業株式会社

取締役会  御中

 

清友監査法人

　大阪事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井  　川    浩   典  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 人    見  　敏　　之  

 

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイジェット工業

株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、ダイジェット工業株式会社及び連結子会社の2025年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビューの原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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